
 



【参考】 
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基
準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項につい
て」（平成 18 年 10 月 31 日障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部⾧通知) 
より抜粋 
 
⑪ 地域生活移行個別支援特別加算の取扱い 
報酬告示第 9 の 9 の地域生活移行個別支援特別加算については、次のとおり取り扱うものとする。 
 
（省略） 
 

また、従業者に対する研修会については、原則として事業所の従業者全員を対象に、加算対象者の特性の
理解、加算対象者が通常有する課題とその課題を踏まえた支援内容、関係機関の連携等について、矯正施
設(刑務所、拘置所、少年刑務所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。以下同じ。)等を退所した
障害者の支援に実際に携わっている者を講師とする事業所内研修、既に支援の実績のある事業所の視察、
関係団体が行う研修会の受講等の方法により行うものとする。 


